
１　施策の現状・推移

２　成果指標・コストの推移

単位 区分

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

千円 実績

千円 実績

千円 実績

千円 実績

３　環境変化

４　評価

５　今後の改革方向

事業の構成や役割分担
で見直しの余地がない
か。

【地籍調査事業】
・山林部の地籍調査は、森林組合が実施主体となり調査を行っている。市は、森林組合へ事業費補助や事務支援などの調査協
力を行い進捗を促す必要がある。

施策の今後の方向性、構
成する事務事業の見直し
案

【都市計画総務事業】
・特定用途制限地域の指定改定について、既存不適格建築物の取扱いや、今後の土地利用を踏まえたうえで、適時、見直してい
く必要がある。
・太陽光発電施設の建設については、条例を制定し、太陽光発電事業に関して、基本的かつ必要な事項を定めることにより、太
陽光発電事業と地域環境との調和を図り、もって良好な環境及び地域住民等の安全な生活を確保していく必要がある。
【地籍調査事業】
・山林部調査の進捗率を上げるため、森林組合に対して財政支援や業務支援などを継続して行う。

市民ニーズの動向

【都市計画総務事業】
・市街地及びその周辺では、居住環境の保全・用途の混在の防止等地域の特性に応じた土地利用誘導が求められている。また
農村地域では、幹線道路沿道や集落周辺等区域を限定して開発を進めることが求められている。
【地籍調査事業】
・高齢化や人口減少及び市外土地所有者の増加に伴い、地籍調査未着手地域において、早期着手の要望がある。

目標の達成状況は順調
か。達成していない原因
は何か。

【都市計画総務事業】
・土地利用に関しては、一定規模の開発に関して指導要綱に基づく指導等により、無秩序な開発の抑制につながっている。併せ
て、兵庫県緑豊かな地域環境の形成に関する条例や兵庫県景観形成条例に基づく指導により、開発時に景観等との調和が図ら
れている。
・都市計画マスタープランを改定に伴い、中心拠点部及び副拠点部における土地利用規制の手法について検討を進めていく必
要がある。

環境変化を踏まえた施策
展開となっているか。

【都市計画総務事業】
・改正ＦＩＴ法、県太陽光条例、都計法、丹波市開発指導要綱等の各種法令等により、治水防災面や生活環境面などにおいて、
無秩序な太陽光開発や、大規模な開発等を抑止することができた。今後も継続して適正な開発指導を行っていく必要がある。

120,758 ― ―

国・県の方針、関連法令
の動向

【都市計画総務事業】
・特定用途制限地域の指定を行い平成28年４月１日より関係条例を施行した。
【地籍調査事業】
・全国的に地籍調査の推進を図るため、国において令和２年度から令和４年度にかけて国土調査法及び関連法案の改正が行な
われた。

コ
ス
ト

うち一般財源 94,824 109,433 123,709

計 143,589 137,549 205,984 180,046 ― ―

事業費 99,309 86,231 147,088 131,852 ― ―

人件費 44,280 51,318 58,896 48,194 ― ―

72.2 74.8 76.3 73.0

35.7 37.2 38.6 40.1

75.0 75.0 75.0

33.0 34.5 36.1 37.8

16 16 16

11 10 5 5

成
果
指
標

特定用途制限地域内における
適した建築物の建設数

件
16 16 16

地籍調査進捗率 ％
33.0 34.2

丹波市に住み続けたいと感じ
る市民の割合

％
75.0 75.0 75.0

５年後のまちの姿

・都市施設の集積状況を基盤としたゾーニングに基づき、地域の特性に応じた土地利用の誘導が図られ、本市の中心部に集積された都市機
能によって、にぎわいと活力を担う拠点市街地が整備されつつあります。
・公共交通の充実と地域における生活利便施設の維持により、住み慣れた地域での暮らしが守られています。
・地籍調査実施により土地境界が明確になることで災害に強い街づくりができ、市民の資産の保全と土地の有効な利活用が促されています。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

施策目標 １ 【土地利用】都市機能と生活基盤が充実し、自然と調和した魅力的で活力あるまちをつくろう

関係課
都市住宅課
農地整備課施策の展開

①
②

・計画的な土地利用の推進
・地籍調査事業

（１／２）

丹波市総合計画　令和４年度　施策評価シート
まちづくりの目標 2 誰もが住みたい快適生活のまち 施策担当課 都市住宅課
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●構成する事業一覧 4

地籍調査事業

地籍調査事業

都市計画総務事業

土地開発事業

都市計画総務事業

合計 48,194 131,852 180,046 120,758

A 該当なし12,709 11,770 24,479 23,633 A A

35,485 120,082 155,567 97,125 A A A 該当なし

事務事業名 予算小事業名
人件費
【千円】

事業費
【千円】

計・千円
必要性

（２／２）

（令和 年度実施事業）

効果性 コスト 公平性
うち一般財源
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令和 年度事務事業評価 令和 年度実施計画

16 ～

指標の推移等の背景・分

析

市及び森林組合が実施する地籍調査については、計画どおり実施出来ている。

実

施

（

D

O

）

コスト（単位：千円）
（評価年度は実績、計画年度は予算）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備　考

歳

出

総事業費　Ａ＋Ｂ 133,710 120,448

実績

コ

ス

ト

目標

コ

ス

ト 実績

目標

実績

目標

成

果
進捗率 ％

35.7 37.2 38.6 40.1

実績 33.0 34.5 36.1 37.8

目標 33.0 34.2

192.0

実績 157.9 165.1 172.9 181.1

成

果
地籍調査実施済面積 K㎡

目標 157.0 164.0 171.0 178.0 185.0

令和６年度 備　考
実績

成

果
単年度調査済面積 K㎡

目標 8.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0

実績 7.0 7.1 7.9 8.2

指標名
単

位

目標
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

一般財源 86,160 93,451 103,947 97,125 102,746

その他特財 749 663 929 980 935 900

78,040

0

受益者負担金 0 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

5,060

歳

入

特定財源 47,550 26,997 81,132 58,442 59,510 66,996
　人件費Ｈ=Ｆ×Ｇ 4,000 4,720 4,720 4,428 5,060

国・県支出金 46,801 26,334 80,203 57,462 58,575 66,096

2.00

　【平均人件費】Ｇ 2,000 2,360 2,360 2,530 2,530 2,530

　会計年度任用職員従事者数（人・年）Ｆ 2.00 2.00 2.00 1.75 2.00

7,430

　人件費Ｅ=Ｃ×Ｄ 30,932 30,586 34,442 31,057 31,057 31,057
　【平均人件費】Ｄ 7,400 7,460 7,620 7,430 7,430

36,117

　職員従事者数（人・年）Ｃ 4.18 4.10 4.52 4.18 4.18 4.18
総人件費計（Ｅ+H）Ｂ 34,932 35,306 39,162 35,485 36,117

185,079 155,567 162,256 145,036

直接事業費Ａ 98,778 85,142 145,917 120,082 126,139 108,919

根拠法令・個別計画等 国土調査法

計

画

（

P

L

A

N

）

事

務

事

業

対象（誰を、何を） 市内全域の土地所有者

目的

ベストな状態
（期待される効果）

土地所有者の立会いのもと、一筆ごとの登記簿、公図を正確なものに修正するとともに地籍の明確化を図り、土地取引の円滑化、

土地資産の保全、災害復旧の迅速化、固定資産税の課税適正化等、多岐に渡る土地利用の円滑化を図る。

概要
（具体的手段・

全体計画）

・土地一筆ごとの立会調査を行ない、境界杭を設置し測量する。調査成果に基づき地籍簿、地籍図案を作成し、土地所有者に

対して閲覧を行う。その後、国県の認証を受けたのち、成果を法務局へ送付し、登記内容を変更し不動産登記法第14条地図と

して備え付けられる。

・山林部地籍調査推進補助金の交付及び事務支援

令和４年度の

事業概略

・一筆地調査、細部図根点測量、一筆地測量

　山南町谷川Ⅲ、柏原町柏原Ⅷ・小南、柏原町北中

・地積測定、地籍簿及び地籍図作成、閲覧

　柏原町柏原Ⅶ・東奥、山南町谷川Ⅰ、山南町谷川Ⅱ

・図根三角点設置、調査図素図作成

・森林組合が実施する山林部地籍調査の支援

令和５年度の

事業概略

・一筆地調査、細部図根点測量、一筆地測量

　山南町谷川Ⅳ、柏原町柏原Ⅸ・見長、柏原町下小倉Ⅰ

・地積測定、地籍簿及び地籍図作成、閲覧

　山南町谷川Ⅲ、柏原町柏原Ⅷ・小南、柏原町北中

・図根三角点設置、調査図素図作成

・森林組合が実施する山林部地籍調査の支援

施策
まちづくりビジョン 取組項目

担当

位

置

づ

け

総合計画
まちづくり目標 【２】誰もが住みたい快適生活のまち

施策目標 1【土地利用】都市機能と生活基盤が充実し、自然と調和した魅力的で活力あるまちをつくろう

創生総合戦略
基本目標

事業担当課
建設部　農地整備課 事業期間 平成 無期 年度

所属長 中谷　一志 担当 余田　隆之

（１／２）

丹波市総合計画 4 ／ 5
事務事業名 地籍調査事業



16 ～

●構成する予算小事業一覧 （単位：千円）

●外部評価　　【　　　】年度実施

指摘事

項など

対応

状況

合計 85,142 145,917 120,082 126,139 108,919

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

108,919

2 地籍調査事業（繰越） 13,467 67,164 72,848 24,077

1 地籍調査事業 71,675 78,753 47,234 102,062

№ 予算小事業
コスト（評価年度は実績、計画年度は予算）

備考
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

　

縮小

改

革

（

A

C

T

I

O

N

）

総合的な評価と課題（成果の達成状況及び評価結果から明らかになった課題事項など）

【評価】

・新型コロナウィルス感染拡大に伴い、立会調査に支障が生じる場合があったが、計画どおり実施することが出来た。

・森林組合実施の地籍調査事業についても、計画どおり実施することが出来た。

【課題】

地権者の高齢化や市外地権者の増加等により、立会を実施することが困難なケースが増加している。

今後の方向性・改善策等 成果・コストの方向性

・災害に強い街づくりを行うための地籍調査事業の重要性及び必要性を周知し、地権

者、地元自治会、関係機関と協力体制を構築し計画的に事業を推進する。

・職員の経験不足を補うため、これまで以上に2項委託を導入し、地籍調査業務の委託

内容の外注化を進める。

成

果

の

方

向

性

皆減 縮小 現状維持 拡大

拡充 ✓

休廃止

コスト投入の方向性

現状維持

評

価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

）

事務事業全体の実施（DO）に対する、事務事業の展開の評価・課題について

評価視点 評価 理由・コメント 評価視点 評価 理由・コメント

(必要性)

市民にとって必要な

事業か。

Ａ

国土調査法に基づく地籍調査を行い復元性

のある地籍図を作成することで、災害に強い街

づくりを計画的に進めることが出来るとともに、

発災があった際にも早期復旧が可能となる。

土地取引のトラブルを未然に防ぐことが出来

る。

(コスト)

改善・改革等により

更に低コストで実施

できないか。(サービ

ス・成果は維持)

Ａ

森林組合の調査に対して補助を行い、山林

部の地籍調査を森林組合が実施することで、

効率的な調査が行えている。

(効果性)

成果につながってい

るか。進捗は予定ど

おりか。※成果指標

に対する評価

Ａ

進捗については計画的に進んでいる。 (公平性・受益者

負担)

公平性に問題はな

いか。受益者負担

検討の余地はない

か。

該当なし

（２／２）
　事務事業名 地籍調査事業

事業担当課 建設部　農地整備課 事業期間 平成 無期 年度



令和 年度事務事業評価 令和 年度実施計画

16 ～

指標の推移等の背景・分

析

・市の中心部（柏原・氷上・春日）において工場や倉庫並びに分譲住宅等の開発件数が増加した。

・丹波市開発指導要綱の改正や、ＦＩＴ法の認可条件の変更等により、小規模な太陽光開発件数が減ってきている。

・新病院の建設に伴い、市の中心部においては集合住宅や分譲住宅等の開発件数が増えたことにより、住環境の改善に繋がり、定

住意識が高まった反面、市の中心部以外の地域では大規模な太陽光開発が増加したことにより、定住意識が低下している。

実

施

（

D

O

）

コスト（単位：千円）
（評価年度は実績、計画年度は予算）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備　考

歳

出

総事業費　Ａ＋Ｂ 9,879 17,101

実績

コ

ス

ト

目標

コ

ス

ト 実績

目標

75.0 75.0

実績 72.2 74.8 76.3 73.0

成

果

丹波市に住み続けたいと

感じる市民の割合
％

目標 75.0 75.0 75.0 75.0

活

動

特定用途制限地域内におけ

る適した建築物の建設数
件

16.0 16.0 16.0 16.0

実績 11.0 10.0 5.0 5.0

目標 16.0 16.0

250.0

実績 294.0 262.0 274.0 247.0

活

動

建築確認申請に係る土

地等の調査件数
件

目標 250.0 250.0 250.0 250.0 250.0

令和６年度 備　考
実績

活

動
開発事業承認件数 件

目標 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0

実績 45.0 42.0 39.0 37.0

指標名
単

位

目標
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

一般財源 8,664 15,982 19,762 23,633 13,277

その他特財 927 792 862 674 681 681

13,277

0

受益者負担金 0 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

2,530

歳

入

特定財源 1,215 1,119 1,143 846 883 883
　人件費Ｈ=Ｆ×Ｇ 1,800 2,360 2,360 2,530 2,530

国・県支出金 288 327 281 172 202 202

1.00

　【平均人件費】Ｇ 2,000 2,360 2,360 2,530 2,530 2,530

　会計年度任用職員従事者数（人・年）Ｆ 0.90 1.00 1.00 1.00 1.00

7,430

　人件費Ｅ=Ｃ×Ｄ 7,548 13,652 17,374 10,179 10,179 10,179
　【平均人件費】Ｄ 7,400 7,460 7,620 7,430 7,430

12,709

　職員従事者数（人・年）Ｃ 1.02 1.83 2.28 1.37 1.37 1.37
総人件費計（Ｅ+H）Ｂ 9,348 16,012 19,734 12,709 12,709

20,905 24,479 14,160 14,160

直接事業費Ａ 531 1,089 1,171 11,770 1,451 1,451

根拠法令・個別計画等 都市計画法、建築基準法、丹波市開発指導要綱、兵庫県建築基準条例、国土利用計画法、公有地の拡大の推進に関する法律

計

画

（

P

L

A

N

）

事

務

事

業

対象（誰を、何を） 市内で開発を行う開発事業者、市内で建築物等を建築する事業者、都市計画情報を必要とする者、一定以上の面積の土地取引を行う者

目的

ベストな状態
（期待される効果）

・開発事業において、周辺環境と整合させるとともに、市民の安全性と利便性が確保できている。

・良好な市街地形成や農地、山林の無秩序な開発の抑制と他計画との整合を図り、自然環境の保全、各種法令・規則に基づき

適正な指導を行うことにより、市域の均衡ある発展につながっている。

概要
（具体的手段・

全体計画）

・開発事業者から提出される事業計画が、市要綱の主旨及び運用基準に適合しているか確認し、適切な指導を行い、開発協定

の締結を行い、事業承認を行う。

・建築確認申請書の接道等の調査を行い、丹波県民局へ経由及び指定確認検査機構より建築予定地に関する調査依頼書を

調査し返却する。

･窓口、電話等にて建築基準法の道路区分、開発予定地の土地利用規制に関する問い合わせへの対応並びに、都市計画、土

地利用規制に関する指導を行う。

・国土利用計画法、公拡法に基づき、届出書の受付及び書類審査を行い、兵庫県庁担当部局へ進達を行う。

・実施方法：直接実施

令和４年度の

事業概略

・開発指導

・国土法、公拡法に基づく手続き及び指導

（県への進達）

・建築確認申請(県送付分)受付及び建築指定道路等

の調査

・都市計画マスタープラン改定業務

令和５年度の

事業概略

・開発指導

・国土法、公拡法に基づく手続き及び指導

（県への進達）

・建築確認申請(県送付分)受付及び建築指定道路等の調査

・太陽光発電事業と地域環境との調和に関する条例化

施策
まちづくりビジョン 取組項目 (4)安全・安心の機能確保

担当 前田　寛之、山本　まい

位

置

づ

け

総合計画
まちづくり目標 【２】誰もが住みたい快適生活のまち

施策目標 1【土地利用】都市機能と生活基盤が充実し、自然と調和した魅力的で活力あるまちをつくろう

創生総合戦略
基本目標

事業担当課
建設部　都市住宅課 事業期間 平成 無期 年度

所属長 井上　里司 担当 田口　頼希

（１／２）

丹波市総合計画 4 ／ 5
事務事業名 都市計画総務事業
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●構成する予算小事業一覧 （単位：千円）

●外部評価　　【　　　】年度実施

指摘事

項など

対応

状況

合計 1,089 1,171 11,770 1,451 1,451

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3 都市計画総務事業（繰越分） 9,867

908

2 都市計画総務事業 341 324 1,173 543 543

1 土地開発事業 748 847 730 908

№ 予算小事業
コスト（評価年度は実績、計画年度は予算）

備考
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

✓

縮小

改

革

（

A

C

T

I

O

N

）

総合的な評価と課題（成果の達成状況及び評価結果から明らかになった課題事項など）

【評価】

・都市計画マスタープランの実現に向けた取組として、広域拠点（稲継交差点周辺）市街地整備構想に基づき、都市計画手法による特定用途制限地域の

指定に関する都市計画決定（平成28年4月1日施行）を行ったことにより、氷上IC・新病院周辺の建物誘致を図ることができている。

・平成30年10月に開発指導要綱を改正したことにより、太陽光発電施設の設置については、一定の開発指導が図られている。

【課題】

・特定用途制限地域の指定改定について、既存不適格建築物の取扱いや、今後の土地利用を踏まえたうえで、適時、見直していく必要がある。

・太陽光発電施設の建設については、改正ＦＩＴ法の認可条件変更により、小規模な太陽光発電施設は減少していくものの、大規模な太陽光開発が増加

していくことが予想されることから、兵庫県等と連携をとりながら、市独自の条例化も踏まえて適正な行政指導を行っていく必要がある。

今後の方向性・改善策等 成果・コストの方向性

・丹波市都市計画マスタープラン改定に伴い、今後も他部署と連携を取りながら、有効か

つ適正な土地利用や建築誘導を行うために開発指導を行っていく。

・太陽光発電施設の建設については、市独自の条例を制定し、太陽光発電施設が景

観、居住環境その他の地域環境に及ぼす影響に鑑み、太陽光発電事業に関して、基本

的かつ必要な事項を定めることにより、太陽光発電事業と地域環境との調和を図り、もって

良好な環境及び地域住民等の安全な生活を確保していく。

成

果

の

方

向

性

皆減 縮小 現状維持 拡大

拡充 　

休廃止

コスト投入の方向性

現状維持

評

価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

）

事務事業全体の実施（DO）に対する、事務事業の展開の評価・課題について

評価視点 評価 理由・コメント 評価視点 評価 理由・コメント

(必要性)

市民にとって必要な

事業か。

Ａ

・改正ＦＩＴ法、県太陽光条例、都計法、丹波市開発

指導要綱等の各種法令等により、治水防災面や生活環

境面などにおいて、無秩序な太陽光開発や、大規模な開

発等を抑止することができた。今後も継続して適正な開発

指導を行っていく必要がある。

・開発面積や建築物等の形態によっては、都市計画法や

建築基準法等の法令、要綱に基づく、市固有の業務となっ

ている。

(コスト)

改善・改革等により

更に低コストで実施

できないか。(サービ

ス・成果は維持)

Ａ

県からの移譲事務等により直接コストを下げる余地

はない。

(効果性)

成果につながってい

るか。進捗は予定ど

おりか。※成果指標

に対する評価

Ａ

土地利用に関しては、一定規模の開発に関して指

導要綱に基づく指導等により、無秩序な開発の抑

制につながっている。併せて、兵庫県緑豊かな地域

環境の形成に関する条例や兵庫県景観形成条例

に基づく指導により、開発時に景観等との調和が図

られている。

(公平性・受益者

負担)

公平性に問題はな

いか。受益者負担

検討の余地はない

か。

該当なし

開発事業者に対して、公平・公正に指導しているこ

とから、適正である。

（２／２）
　事務事業名 都市計画総務事業

事業担当課 建設部　都市住宅課 事業期間 平成 無期 年度




